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（参考）住民への情報伝達手段の整備に際し留意すべき事項 16 

 情報の受け手、災害の種別（地震、津波、風水害等）、気
象条件等によって、効果的な伝達手段が異なってくる。各市
町村における情報の受け手の属性・状況等及び各情報伝達手
段の伝達範囲等の特性を考慮し整備する必要がある。 
 また、いずれの手段も万全なものではなく、長所及び短所
があるとともに、地震や津波等の災害の外力により、機能が
毀損する可能性がある。 
 そのため、できるだけ多くの住民に災害関連情報を伝達す
る観点から、それぞれの手段の特徴を踏まえ、できるだけ複
数の手段を組み合わせ、地域の実情に応じた総合的な情報伝
達手段を整備することが必要である。 

地方公共団体における災害情報等の伝達の 
あり方等に係る検討会報告書（平成24年12月消防庁） 
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端末局 

防災用無線システム（県防災行政無線、地域衛星通信
ネットワーク等） 、地上系専用線 

親局 子局 

市町村防災行政無線 
（同報系） 

○防災行政無線は、非常災害時の情報伝達に役割を果たした一方で、以下の被害が報告 
  ①市町村防災無線（同報系）の子局が水没 
  ②市町村防災無線（同報系）の親局が停波 
  ③県防災行政無線の端末局（市町村庁舎内）が商用電源断、発電機不良のため運用できず 
 
 ⇒無線局の管理・運用体制(点検・訓練、迅速な被害把握・復旧対応・代替手段の確保等)、 
  無線設備の停電・浸水対策（無線設備及び非常用電源設備の設置場所・運用等）の重要性 

風水害（台風18号及び21号）における防災行政無線等の被害・復旧事例 

子局 

25 

非常通信ルート（他団体・他機関の自営通信システム等） 



集中豪雨等の災害時における通信の円滑な実施体制の確保について 26 

総基重第１１１号  
平成２７年１１月２６日  

 地方非常通信協議会会長 殿  
  

                          中央非常通信協議会会長  
                          （総務省総合通信基盤局長）  

  
 降積雪期における通信の円滑な実施体制の確保について（依頼） 

   
 中央非常通信協議会の活動に対しては、日頃より、格別のご理解とご協力を賜り
まして、誠にありがとうございます。ご承知のとおり、当協議会では、平成27年度事

業計画に基づき、広域災害による被害を想定した全国非常通信訓練や非常災害時
における通信及び放送の確保のための無線局の非常通信実施体制の総点検等に
取り組んでいるところです。 
今般、中央防災会議（会長：内閣総理大臣）から関係機関に対して、別添のとおり、

降積雪期における防災態勢の強化に係る要請がなされました。 
つきましては、当該要請の趣旨に鑑み、これからの降積雪期に想定される災害に

備えて、あらかじめ円滑な通信体制の確保に向けた対策を講じていただきますよう
お願いいたします。 
なお、当該対策に当たっては、下記の例を参考に、貴協議会構成員、防災関係機

関等との連携を図りつつ実施していただきますようお願いいたします。  
  

記 
  
１ 管理・運用体制の確認 

次の項目について取り組み、災害時において適切な対応が取れるよう通信の管
理・運用体制の整備促進に努めること。 

 (1) 夜間・休日等における災害の発生を想定した連絡体制・非常参集体制の確認 
 (2) 無線局及び無線通信網の運用を確保するために必要な無線設備系統図等の
整理状況の確認や非常用電源設備等関連設備の整備 

 (3) 移動系無線機（携帯無線機）の適切な配置の確認及びバッテリー等の整備・点
検 

(4)  非常用電源設備並びに非常通信ルート（通常利用している通信網が利用できな

い場合の通信ルート）及び衛星携帯電話等通信設備を使用した定期的な非常通
信訓練の実施 

(5)  災害対策用移動通信機器（簡易無線、ＭＣＡ及び衛星携帯電話）に係る貸出要
請連絡先の確認 

(6) 非常通信対応マニュアル（これに類するものを含む）の策定又は内容確認 
 
２ 情報通信施設の停電対策 

情報通信施設については、次のとおり非常用電源設備の整備・点検等に取り組
むこと。 

 (1) 自家発電装置等の非常用電源設備の設置 
 (2) 非常用電源設備の実負荷運転や電源系統図の確認等、災害時を想定した整

備・点検の実施 
 (3) 非常用電源設備の燃料の保存状態及び保存量の確認 

注：一般に発災後72時間を過ぎると要救助者の生存率が大きく下がるといわれ

ていること、停電の長期化（１週間程度）にもご留意下さい。また、今年の風水
害による停電時、バッテリーが老朽化により短時間しか動作しなかった事例
が報告されていることから、保持時間や定期交換状況も合わせてご確認下さ
い。 

 (4) 非常用電源設備の起動を迅速かつ適切に行うための操作マニュアルの作成と
適切な配置の確認 
注：今年の風水害による停電時、市町村庁舎にある県防災行政無線の端末局
に係る非常用電源設備が始動しなかった事例が報告されていることから、管
理・運用体制、始動手順又は自動始動化に係る設定状況とともにご確認くだ
さい。 

 (5) 被害を防止するための無線設備及び非常用電源設備の適切な場所への設置
の確認 
注：今年の風水害時、市町村防災行政無線の同報子局が浸水した事例が報告
されていることから、ご留意下さい。 

なお、情報通信施設の停電対策に関しては、非常通信協議会より地方自治体及
び構成員等に配布している「非常通信確保のためのガイド・マニュアル」（平成27年7
月）の「無線設備の停電・耐震対策のための指針」及び「無線設備の停電・耐震対策
についての考え方」を参考にしてください。 
「非常通信確保のためのガイド・マニュアル」の最新版は、非常通信協議会ホーム

ページからダウンロードすることが可能です。
（http://www.tele.soumu.go.jp/j/hijyo/manual.htm） 
  
３ 非常通信計画の確認 
  非常通信訓練を通じて、災害時における出先機関及び他の防災関係機関との
連絡体制の確認を行うこと。 

 連絡先：中央非常通信協議会事務局 
                      （総務省 総合通信基盤局電波部 重要無線室） 







29 訓練時の使用事例、貸出訓練の模様 

近畿府県合同防災訓練（平成27年10月17日、18日） 
※近畿地方整備局及び京都府（訓練事務局）の協力を得て、ヘリコプタを利用した空路搬送訓練を関係者と
共同で実施。 









「電波政策ビジョン懇談会 最終報告書」(平成26年12月)において、LTE方式の導入
による共同利用型の防災無線ネットワークの構築について記載。 

電波政策ビジョン懇談会での検討 

第１章 新しい電波利用の姿 
  
２ 我が国における電波利用の将来 
（３）2020年以降に実現が期待される無線システム 

このような電波利用の姿を実現していくためには、 
④ 安心安全のためのネットワークの多様化・多層化 
  ～業務無線の活用と衛星インフラ活用の拡大  

④ 安心安全の確保のためのネットワークの多様化・多層化 
  また、携帯電話システムに係る国際標準化団体である 3GPP において、LTE システム上に 
Public Safety 向けの機能を標準化するための作業が進められており26、米国ではFirstNet におい
て、この LTE 技術の導入が進んでいる27。我が国においても、これらの国際的動向も踏まえ、平時
にも利用できる LTE を活用したシステムの導入について検討を推進していく必要がある。 
 例えば、現行の「公共ブロードバンド移動通信システム」28の利用が開始されたところであるが、
LTE 方式の導入による共同利用型の防災無線ネットワークの構築を促進することにより、災害現

場の映像を伝送し救助活動を適切に実施できるようにしていくべきである。この際、災害時におけ
る防災目的だけではなく、平時から様々な目的にも利用できるようにすることにより普及を後押し29

することを検討すべきである。 
26 3GPP はパブリックセーフティー機能の標準化を進めており、基本的機能は 2015 年（平成 27 年）３月に完了予定。今後、LTE 技術をベースにしたシステ
ムの導入が欧米等で進むと考えられる。 

27 米国は 2012 年（平成 24 年）に商務省を中心に FirstNet 設立。韓国では、2017 年（平成 29 年）までに LTE技術を用いて Public Safety 向けの全国網を
構築することを決定した。 

28 アナログ TV 跡地（170-202.5MHz）に導入。2010年（平成 22 年）8 月に技術基準の策定等を行い制度化されている。 
29 このネットワークを電気通信事業者が運営し、共同利用することにより、効率的な周波数の利用が可能となるとする意見もあった。 
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